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中　邨 章
〈本年度の実績〉
　本研究が、本年度中に実施した事業は以下のとおりである。なお、この成果は、刊行物のほか、
セミナー及びシンポジウムという形に発展させ、学外に向け発表する予定である。なお、本研究
の実施にあたっては1名のポストドクトラル研究員と5名のRAが参加している。
1．行政組織における危機と危機管理に関する理論化作業
　　主たる担当者：中邨章、谷藤悦史、橋本信之
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概 要：ルーチン業務を特徴とする行政組織が、非ルーチンな状況である危機に対
　　応するために求められるシステムの確立に関し、その理論的な枠組みの構
　　築作業を行った。作業経過は、危機管理研究会議にて報告された。2005年
　　7月および2006年1月には、自治体の防災担当者を対象に、危機管理の理
　　論に関するセミナーを開催した。2006年度も、継続して作業を行う。
2　行政の危機管理に関するアンケート調査
①行政の危機管理システムに関するアンケート調査
　　調査実施日：2005年6月7日～2005年6月30日
　　　主たる担当者：市川宏雄
概 要：基礎的自治体における危機管理に対する意識と、危機管理体制の現況を把
　　握することを目的とし、アンケート調査を実施した。調査対象は、国内の
　　全市（740）、全特別区（23）、及び関東1都6県の全町村（232）、合計955
　　自治体（いずれも2005年4月1日現在）。その結果、行政組織が認識して
　　いる危機管理上の問題点として、災害時の職員の災害対応手順が周知不徹
　　底であることと、市民への情報提供が不十分であることが、特に懸念され
　　ていることが明らかとなった。
②東京都の市区町村議員の危機管理に対する意識に関するアンケート調査
　　調査実施目：2005年12月1目～2006年1月13日（データ解析は継続中）
　　主たる担当者：市川宏雄
概 要：東京都の市区町村議員の危機管理に対する意識が、居住地域や所属政党な
　　どの属性によってどのように異なるかを調査するため、東京都内の市区町
　　村全議員（約2000名）に対してアンケート調査を行った（回答数198、回
　　答率11％）。2005年3月現在、データの解析を継続中であり、作業は2006
　　年度も引き続き行う予定である。
3　地方自治体へのヒアリング調査
①東京都国分寺市
　　調査実施日：2005年5月17日
　　主たる担当者：牛山久仁彦
　　調査の概要：国分寺市都市計画化まちづくり推進係長小山規夫氏に対して、ヒアリング
　　　　　　　　　調査を行った。国分寺市や、コミュニティーの共助を中心とした防災まち
　　　　　　　　　づくりを推進している。当センターが2005年度に共同研究を行った相模原
　　　　　　　　　市の都市防災基本計画に関する調査として、国分寺市の取り組みをヒアリ
　　　　　　　　　ングした。
②神奈川県相模原市
　　調査実施日：2005年4月～（2003年度からの継続調査）
　　主たる担当者：中邨章、牛山久仁彦
　　調査の概要：相模原市における危機管理政策に関し、相模原市都市部都市計画課の職員、
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　　　　　　　　　総務部防災対策課の職員に対し、継続的にヒアリング調査を行った。相模
　　　　　　　　　原市は、過去50年間で人口が8万人から62万人まで急増した自治体であ
　　　　　　　　　　り、まちづくりと防災政策の観点から、防災計画の見直しを進めている。
　　　　　　　　　調査では、危機管理政策における行政と地域住民の連携に関することを中
　　　　　　　　　心に、ヒアリングを行った。
4．GISによる災害に関するデータベースの構築及びシミュレーション
　　　主たる担当者：市川宏雄
概 要：神奈川県内19の市の統計情報や、自然・社会環境の情報を収集し、データ
　　ベースを構築した。また、これらの情報を、GIS（地理情報解析システム）
　　を用いて解析し、災害時の被害状況などのシミュレーションを行った。2003
　　年度には、主として自然工学的なハード要因に関する解析を行い、2004・
　　2005年度は、行政対応や住民・コミュニティーの意識、活動に関する情報
　　も組み合わせ、ソフト要因に関する解析を行った。2006年度以降も、ソフ
　　ト要因に関する分析を中心に、作業を行ってゆく。
5．相模原市都市防災基本計画作成に関する調査・研究
　　主たる担当者：牛山久仁彦
概 要：2005年3月に、相模原市役所にて、当センターと相模原市が共同研究を行
　　なう協定を締結した。この協定に基づき、2005年度、当センターは相模原
　　市が作成を予定している都市防災基本計画に関する調査・研究を、同市と
　　共同で実施した。この共同研究における特徴は、災害におけるソフトの側
　　面（コミュニティーの結束度や市民の防災への関心など）を数値化し、同
　　市の行政区分ごとに判定を行った点にある。
6．危機管理図上訓練プログラムの開発
　　主たる担当者：青山俗
概 要：危機発生後の72時間における現地対策本部員の対応を想定した図上訓練プ
　ログラムの開発作業を行った。この開発作業の一環として、2005年12月に、
　大学院ガバナンス研究科と共同で、同研究科の授業（政策研究VIII・一・B「危機
　管理とデモクラシー」）にて、危機管理図上訓練を実施した。この訓練では、
　同研究科に在籍中の松崎秀樹浦安市長の協力のもと、「東京湾直下を震源と
　するマグニチュード7．3の地震が発生した」との想定で、浦安市の現地対策
　本部の運営についてのシミュレーションを行なった。
7　海外の危機管理研究に関する調査（および、危機管理研究を行う研究所の運営に関する海外
調査）
①アメリカの危機管理研究に関する調査
　　調査実施日：2005年8月一9H
　　主たる担当者：中邨章
　　概要：アメリカにおける危機管理研究の現状に関する調査。危機管理研究者との
　　　　　　　　　意見交換。関連研究機関との折衝。
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8　危機管理研究会議の開催（2005年度は5回開催。）
　　　開　催　日：2005年7月1日、8月9日、11月1日、12月12日、2006年3月28日
　　　会議メンバー：研究者全員ならびに院生RA5名
　　概要：行政における危機と危機管理の理論化に関する、ブレーンストーミング作
　　　　　　　　　業。危機管理に関する専門家を招聰してのインタビュー調査。研究方針及
　　　　　　　　　び研究所運営方法の決定。
9　危機管理関連の資料収集
①危機管理関連論文（国内、国外）の収集とデータベース化
②国内の広域自治体、広域自治体が作成した危機管理計画の収集
③他の研究機関に関する資料、及びそれらの機関が作製した資料の収集
④危機管理に関連する行政機関の資料
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